
人権教育・啓発に関する基本計画（抜粋） 

平成 14 年３月15日閣議決定（策定） 

平成 23 年４月１日閣議決定（変更） 

第３章 人権教育・啓発の基本的在り方 

１ 人権尊重の理念 

人権とは，人間の尊厳に基づいて各人が持っている固有の権利であり，社会を構成するすべての

人々が個人としての生存と自由を確保し，社会において幸福な生活を営むために欠かすことのできな

い権利である。 

すべての人々が人権を享有し，平和で豊かな社会を実現するためには，人権が国民相互の間におい

て共に尊重されることが必要であるが，そのためには，各人の人権が調和的に行使されること，すな

わち，「人権の共存」が達成されることが重要である。そして，人権が共存する人権尊重社会を実現

するためには，すべての個人が，相互に人権の意義及びその尊重と共存の重要性について，理性及び

感性の両面から理解を深めるとともに，自分の権利の行使に伴う責任を自覚し，自分の人権と同様に

他人の人権をも尊重することが求められる。 

したがって，人権尊重の理念は，人権擁護推進審議会が人権教育・啓発に関する答申において指摘

しているように，「自分の人権のみならず他人の人権についても正しく理解し，その権利の行使に伴

う責任を自覚して，人権を相互に尊重し合うこと，すなわち，人権共存の考え方」として理解すべき

である。 

 

２ 人権教育・啓発の基本的在り方 

人権教育・啓発は，人権尊重社会の実現を目指して，日本国憲法や教育基本法などの国内法，人権

関係の国際条約などに即して推進していくべきものである。その基本的な在り方としては，人権教

育・啓発推進法が規定する基本理念（第3条）を踏まえると，次のような点を挙げることができる。 

 

(1) 実施主体間の連携と国民に対する多様な機会の提供 

人権教育・啓発にかかわる活動は，様々な実施主体によって行われているが，今日，人権問題がま

すます複雑・多様化する傾向にある中で，これをより一層効果的かつ総合的に推進し，多様な学習機

会を提供していくためには，これら人権教育・啓発の各実施主体がその担うべき役割を踏まえた上で，

相互に有機的な連携協力関係を強化することが重要である。 

また，国民に対する人権教育・啓発は，国民の一人一人の生涯の中で，家庭，学校，地域社会，職

域などあらゆる場と機会を通して実施されることにより効果を上げるものと考えられ，その観点から

も，人権教育・啓発の各実施主体は相互に十分な連携をとり，その総合的な推進に努めることが望ま

れる。 

 

(2) 発達段階等を踏まえた効果的な方法 

人権教育・啓発は，幼児から高齢者に至る幅広い層を対象とするものであり，その活動を効果的に

推進していくためには，人権教育・啓発の対象者の発達段階を踏まえ，地域の実情等に応じて，ねば

り強くこれを実施する必要がある。 



特に，人権の意義や重要性が知識として確実に身に付き，人権問題を直感的にとらえる感性や日常

生活において人権への配慮がその態度や行動に現れるような人権感覚が十分に身に付くようにして

いくことが極めて重要である。そのためには，人権教育・啓発の対象者の発達段階に応じながら，そ

の対象者の家庭，学校，地域社会，職域などにおける日常生活の経験などを具体的に取り上げるなど，

創意工夫を凝らしていく必要がある。その際，人格が形成される早い時期から，人権尊重の精神の芽

生えが感性としてはぐくまれるように配慮すべきである。また，子どもを対象とする人権教育・啓発

活動の実施に当たっては，子どもが発達途上であることに十分留意することが望まれる。 

また，人権教育・啓発の手法については，「法の下の平等」，「個人の尊重」といった人権一般の

普遍的な視点からのアプローチと，具体的な人権課題に即した個別的な視点からのアプローチとがあ

り，この両者があいまって人権尊重についての理解が深まっていくものと考えられる。すなわち，法

の下の平等，個人の尊重といった普遍的な視点から人権尊重の理念を国民に訴えかけることも重要で

あるが，真に国民の理解や共感を得るためには，これと併せて，具体的な人権課題に即し，国民に親

しみやすく分かりやすいテーマや表現を用いるなど，様々な創意工夫が求められる。他方，個別的な

視点からのアプローチに当たっては，地域の実情等を踏まえるとともに，人権課題に関して正しく理

解し，物事を合理的に判断する精神を身に付けるよう働きかける必要がある。その際，様々な人権課

題に関してこれまで取り組まれてきた活動の成果と手法への評価を踏まえる必要がある。 

なお，人権教育・啓発の推進に当たって，外来語を安易に使用することは，正しい理解の普及を妨

げる場合もあるので，官公庁はこの点に留意して適切に対応することが望ましい。 

 

(3) 国民の自主性の尊重と教育・啓発における中立性の確保 

人権教育・啓発は，国民の一人一人の心の在り方に密接にかかわる問題でもあることから，その自

主性を尊重し，押し付けにならないように十分留意する必要がある。そもそも，人権は，基本的に人

間は自由であるということから出発するものであって，人権教育・啓発にかかわる活動を行う場合に

も，それが国民に対する強制となっては本末転倒であり，真の意味における国民の理解を得ることは

できない。国民の間に人権問題や人権教育・啓発の在り方について多種多様な意見があることを踏ま

え，異なる意見に対する寛容の精神に立って，自由な意見交換ができる環境づくりに努めることが求

められる。 

また，人権教育・啓発がその効果を十分に発揮するためには，その内容はもとより，実施の方法等

においても，国民から，幅広く理解と共感を得られるものであることが必要である。「人権」を理由

に掲げて自らの不当な意見や行為を正当化したり，異論を封じたりする「人権万能主義」とでも言う

べき一部の風潮，人権問題を口実とした不当な利益等の要求行為，人権上問題のあるような行為をし

たとされる者に対する行き過ぎた追及行為などは，いずれも好ましいものとは言えない。 

このような点を踏まえると，人権教育・啓発を担当する行政は，特定の団体等から不当な影響を受

けることなく，主体性や中立性を確保することが厳に求められる。人権教育・啓発にかかわる活動の

実施に当たっては，政治運動や社会運動との関係を明確に区別し，それらの運動そのものも教育・啓

発であるということがないよう，十分に留意しなければならない。 


